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Ⅰ　東大阪の工業概況
1　東大阪市産業構造の特徴
　大阪の東に隣接し河内平野の中心に位置する東大阪市は、61.8km 2の市域に約6,831（平成15
年（2005年）工業統計結果）の工場が集積する工業都市である。企業規模別に見ると、 1～ 3
人層が46.1%、 4～ 9人層が34.4%、さらに10～19人層が10.9%を占め、全体の 9割以上が20
人未満である。工場の99％以上が中小企業の工場であるところから「中小企業の街」として知
られている。
　東大阪市の業種を中分類レベルで見てみると、「金属製品製造業」28.1%と「一般機械器具
製造業」21.4%と約半数を占めており、いわゆる機械金属関連産業が東大阪市の主要産業であ
ることが分かる。しかし、「東大阪で出来ない製品はない」と言われるように市内にはほとん
どの業種の工場が存在しており、大企業の企業城下町や地場産業の産地のような特定業種への
特化はみられず、全業種にわたる多種多様な集積をみせている。しかも、このように多種多様
な業種の中小企業が高度で有機的な分業システムを構築しているところに、東大阪市産業構造
の大きな特長がある。
　東大阪の製造業は、様々な業種、業態の中小企業によって成り立っている。しかも、製造業
の一大集積地として層（業種）・幅（零細から大企業まで）・厚み（基幹技術から先端技術まで）
が揃っている。
　その取引先は特定の自動車・家電などに特化しておらず、工業製品から日用雑貨、印刷、食
品など多岐にわたっている。業種も機械金属関連、紙・印刷、化学・プラスチックが代表的で
あるが、それ以外にも日用雑貨、食品、繊維などもある。さらにその形態は、地場産業として
発展してきた伸線、金網、鋳物、バリカン、工具などに加え、家電産業の部品製造基地、都市
的産業である印刷、金属製品、日曜雑貨と、多様な側面を持っている。業態も、特定の製品を
持つ加工を専門にする独立企業もあれば大企業の一次・二次下請企業、さらに賃加工もある。
1人から 3人の零細企業もあれば、新規開業した知識集約型のベンチャー・ビジネスや既存の
企業が新規分野に挑戦する第二創業もある。まさしく、日本の中小企業の縮図である。
　しかし、中小工場が集積していたこの地域も、受注不振、後継者難、経営者の高齢化、生産
2拠点の海外移転に伴う製造業空洞化による影響で、廃業が目立ち、さらに、松下冷機、葵機械
など地区の基幹企業が移転した。それらの跡地が物流拠点や大型小売店、食品産業、住宅、駐
車場、マンションになり、工業地帯から住工混在地へと大きく変貌を遂げている。
　産業集積が企業にもたらす様々なメリットは、集積しているため、研究、開発、試作、加工、
組立、販売といったプロセスがそれぞれ分割されて存在している。そのため自社の経営資源と
して調達しなくても、外部資源を活用することが可能だ。また、産業集積の中に存在すること
であらゆる情報を入手できる可能性がある。
　そして人材であるが、その流動が都市の産業集積の中で技術の移転と向上に貢献してきたと
いえる。独立心の強い職人が新たな企業を設立してゆき、それが産業集積を形成していった。
また、大都市及び周辺地域の住民の活用もある。中小企業ではパート従業員が重要な労働力と
なっている。そして、大都市の産業集積においてはパート層の重要性が無視できない、と指摘
されてきた。だが、多くの企業の移転・転業・廃業が、この集積機能の維持を困難にさせてい
る。
　経済のグローバル化と高度情報化の進展等により、我が国の産業構造は大きく変化してきて
いる。このような中で、地域中小企業にあっては、新技術の導入、既存製品の高機能化・高付
加価値化、あるいは新分野進出といったことが必要になってきている。
2　東大阪市における産業集積の歴史
　では、なぜ東大阪地域に中小企業が集積してきたのか。その前提条件として、当地は地理的
に見て、大阪市と隣接する内陸部に位置していることから、加工型の中小企業が立地するのに
適していた。
　明治から大正期にかけて東大阪地域には様々な産業が発達してきたが、それらはまだ幼稚な
産業で、農業が地域の中心的な産業をなしていた。ところが、大正から昭和初期にかけて大阪
電気鉄道（近鉄奈良線）の開通を契機にして、道路や高井田地区の耕地整理など都市基盤の整
備が進められ、まず大阪市と接する布施地区（旧）から工業化がなされてきた。こうした電鉄
の開通とそれに伴う電力の導入が実施されたことから、大阪市内から東大阪地域（特に布施地
区）への工場の移転が増えることになり、市街化が始まり、加工型の中小企業が急増したので
ある。
　東大阪に本格的な中小企業の高度集積がみられるようになったのは、我が国の高度経済成長
期であったといえる。東大阪地域は戦火を免れたこともあって産業の復活は比較的早くから始
まり、在来の地場産業が戦後の特需で活気にあふれた。そして家庭電気産業が台頭し、やがて
大阪では松下、早川（シャープ）、三洋の大手家電メーカーの成長によって家電王国が築かれ、
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東大阪地域の中小企業ではこれらの企業向けの部品生産へと傾倒し、下請企業としての色彩を
強めていった。
　工業統計に準拠し東大阪市事業所の変遷を合併前（昭和42年に布施市、河内市、枚岡市が合
併して東大阪市になる）から見ると、昭和37年を100とした場合、昭和40年代は130、昭和45年
は198、昭和50年は307、昭和55年は306、昭和58年は325、昭和60年は322となり、27年間で3.2
倍となっている。平成元年まで微減状況であったが、それ以降急速に廃業、転業、休業が増加、
現在では昭和46年レベルにまで落ち込んでいる。
　企業規模別にみると、 1～ 3人層が462、 4～19人層が360、20～99人層が113、100～299人
層75、300人以上層85となっている。 1～ 3人層が昭和37年に比べて4.6倍も増えたことは、何
を意味するのであろうか。さらにまた、 1～ 3人層の増加は昭和40年頃から著しく、昭和45年
～50年にかけてピ－クに達している。しかし、最近はこの層が激減している。
　この時期に 1～ 3人層が激増したのは、東大阪市をめぐる交通アクセスが急速に整備され、
大阪市の背後地として平野区、生野区から東大阪に流入する事業所が急増したのと、30年代の
高度経済成長期に地方から集団就職で大阪に職を求めた人たちが独立した事も原因の一つであ
る。
　こうした零細層の苗床となったのが、貸工場である。東大阪市内における貸工場の増加状況
とこれらの零細企業層の数は一致する。昭和40～43年にかけて、中央環状線の整備とあいまっ
て、無数の貸工場が林立するようになった。この現象がピ－クに達するのは、昭和47年から昭
和49年にかけてである。以後は地価の上昇や住工混在問題などがあり、新規の貸工場は少なく
なっている。
3　東大阪市産業集積の現状
　従来、わが国では、海外から原料を輸入し、それをもとに国内で製品にして再輸出するとい
うのが工業の仕組みとされてきた。この中で、国内産業のモノ造りの社会的分業なるものが確
立され、中小企業もその存立分野を確保してきた。ところが、急激な円高・ドル安によって大
企業の生産の海外シフトが進み、産業の空洞化が一段と強まってきた。
　こうした経済環境の変化によって、わが国のモノづくりの構造も、単に国内での杜会的分業
にとどまらず、東アジア圏を含めた国際分業という産業構造へと変化してきた。この影響で、
東大阪の中小企業の中にも、海外に進出または海外企業に生産委託を進める企業が増える傾向
にある。中小企業の海外進出にはリスクも大きいが、逆に外国をも含めたビジネスチャンスが
拡大するという見方もできることは確かである。
　こうした従来の産業が空洞化する一方で、国内産業を育成するという立場から、既存の産業
4に代わる新しい成長産業の台頭が待たれている。その担い手として中堅・中小企業にその期待
が寄せられている。
　今日の国内市場は、消費の成熟化によって、消費者（生活者）二一ズが多様化、個性化する
傾向にある。多品種少量や個別生産を得意としてきた中小企業にとっては有利な条件が拓かれ
てきたといえる。大企業は、市場規模の小さな分野には関心がない。そこに、中小企業がつけ
入る隙間があり、その隙間に風穴をあけるのが、中小企業のベンチャー精神である。こうした
中小企業の努力の積み重ねが、硬直した今日の産業構造に新しい産業をもたらすことにもな
る。
　いかなる時代であっても、モノづくりは必要とされ、また中小企業を必要としない時代はな
い。しかし、今、日本のモノづくりは厳しい冬の時代をむかえている。この難局を克服するた
めには、まず中小企業が自らの経営努力によって、構造変化に対する創造的適応を図る必要が
ある。
4　東大阪産業集積の問題点
二極分化の進む中小企業
　背水の陣で生き残りをかけている他の地方の中小企業に対し、関西の中小企業には二極分化
の傾向を読み取ることができる。即ち、衰退の一途を辿る企業がある一方、厳しい現状を切り
拓き新たな展開に敢えて挑んだ結果、大きな成功をおさめる企業も出てきている。東大阪市は、
このような二極分化の進む中小企業の集積都市の代表として、全国的に注目されている。
　東大阪には、例えばメッキや素材、鋳物、繊維という既存産業において、その視点をかえれ
ば、「超先端産業」に変貌するような世界最高水準の技術やノウハウを蓄積している企業がい
くつも存在していることが知られている。残念なことに、これらの企業間の「横の連帯」は希
薄であることが多く、その結果、大きなビジネスチャンスを失ってきたと言われている。また
東大阪では、「衛星ビジネスへの参入」として、鳴り物入りで組合組織が結成され、ビジネス
に直接結びつくようなコアとなる具体的な事業プランが計画されているが、「宝の持ち腐れ」
状態に陥ってしまったような事業も少なくない。
　産・官・学連携では、従来型でシーズを移転するだけでは、結局、今までの大企業と同じこ
とをお金のない大学が入れ替わってやるだけのことに終わってしまうであろう。同時に、産業
構造自体が激しく変化している状況下において、大企業だけをあてにするような「モノづくり」
では、中小企業が新たな方向性を自ら見出し、それに果敢に挑戦していくような将来像は、ま
ず見えてこない。
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活力ある企業の 3 つのキーワード
　東大阪の中小企業に欠けているのは、資産の有効活用の水先案内人の存在なのである。東大
阪そして日本がアジア各国、アジアの人々と関わっていく過程における大学のポジショニング
は、まさに上述の「水先案内人」であり、事業を推進していくための母体である。このような
哲学と実際に進めていく事業を総称して『クリエーション・ネオ』として提案している。
　手厳しいが、結論から言えば関西経済は一度死ぬ思いをしなければ再生できないと思ってい
る。酸欠でアップアップしていたところに、行政支援で中途半端に酸素を送ったために、結局、
水面まで浮かび上がることを放棄した企業も多いのだ。
　今、関西の経済は選択・淘汰の激流に突入している。ちょうど淀川と同じ。たおやかな流れ
に見えて、水中では水流が渦巻き、うまく流れを読みきれない企業は深みに沈むことが避けら
れない。
　この激変の時代に浮揚している企業に共通するキーワードがある。
　まずは、「連携・融合」。複数の中小企業による連携や産業連携をうまく活用すれば、中小企
業も大手に匹敵する開発力、技術力を持てるようになる。自動車業界などで顕著だか、単一部
品の製造のみであった企業が、新技術の導入でまとまった大きな部品を作ることができるよう
になるモジュール化のような技術と技術の融合に取り組むことも、今後の中小企業の注目すべ
き戦略となる。
　 2つ目は、「コア・コンピテンス（企業の核となる得意分野）」。伸びる企業はいずれも自社
の優位性を自認しており、どう進めは実力発揮できるかに関して明確なビジョンを持っている。
　例えば、ニッチ（すき間）分野を切り開く。よそに負けない品質や特殊技術も大きなコア（核）
となる。東大阪のある零細な板金屋は、特殊な技術はないが納期には自信があった。そこで、
人員配置などを工夫して、徹底したスピード化で他社との差別化に成功した。自社工場を持た
ず生産を社外に委託するファブレス化が順調な企業でも、コア製品や技術を持っている。逆に
いえば、コアがあるからこそ商品を改善したり新技術を開発したりする余地か生まれるのだ。
　第 3のキーワードは、関西に最も欠けている視点だが、「モノづくりからコトづくり」へ。
　製造業を放棄せよというのではない。モノをつくること、技術を磨くだけでは効果は十分で
ないということだ。どこに出口をつくるか、どうやって市場の興味を引くか、そうしたさまざ
まな「仕掛け」が中小企業の努力をより輝かせることになる。
　人工衛星を掲げる中小企業などは、コトづくりに長けたいい例だ。一企業が打上げたのろし
を見て、多くの中小企業がヤル気や夢をかきたてられ、地域ぐるみで技術や知恵を寄せ合うと
いう良い結果を生んでいる。
　暗闇の中だからこそ、輝きのある企業が目立つ。小さいけれど、きらりと光るものをもつ。
関西のほたる企業に期待したい。
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1　調査の目的
　東大阪市高井田地区の中小企業における産業集積の分析と、その地域活性化の処方箋作成の
ためのデータ収集を目的とする。
2　調査の設計
（ 1）　調査対象
　東大阪市高井田地区の製造業事業所を電話帳から悉皆で抽出した。
（ 2）　調査方法
　調査員が各事業所を訪問し、調査票を留め置いた後、再度回収のために訪問した。
（ 3）　調査期間
　平成15年12月10日から12月24日
（ 4）　調査内容
　①　事業所の現状
　②　経営の状況
　③　設備投資の状況
　④　今後の取組について
3　回収状況
対象数 回収数 無効数 未訪問
577 306
226 45
拒否 移転 廃業 その他
117 9 42 58
※その他には、休業中、社長不在・病気、対象外が含まれる。
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4　報告書の見方
　（ 1） 　比率は、原則として各設問の無解答を含む集計対象総数（副設問では設問該当対象数）
に対する百分比（％）を表している。 1人の対象者に 2以上の回答を求める設問では、
百分比（％）の合計は100.0％を超える。
　（ 2） 　百分比（％）は、小数点以下第 2位を四捨五入し、小数点以下第 1位までを表示した。
四捨五入の結果、個々の比率の合計と全体の示す数値とが一致しないことがある。
　（ 3） 　分類別の表中の百分比（％）は、すべて各分類項目の該当対象数を100.0％として算
出した。
　（ 4） 　図表にある「N」は、集計対象票数（あるいは、分類別の該当対象数）を示し、比率
は「N」を100.0％として表した。
　（ 5） 　クロス集計の結果を示す図表においては、該当者の少ない分類項目、および「その他」
「無回答」は省略しているものがあり、各分類項目の該当対象数の合計と集計対象総数
は一致しないことがある。
　（ 6）　クロス集計表の数値は、上段：実数値（件）、下段：構成比（％）を示している。
　（ 7）　従業員規模別の「 1～ 4人」には、経営者のみで従業員がいない事業所を含む。
5　2003年調査の要約
（ 1） 　まず今回のアンケート調査を要約すると、
　①　後継者が不在であり、自らの将来像が描けない企業が急激に増大していること。
　② 　加工技術等の高度化により設備が高額化し、資金的に余裕の無い企業の多くは設備投資
ができず、生存の危機に直面していること。
　③ 　そして、その生存と廃業を分ける分岐点は、年間売上高 3億円、従業員規模で30人であ
る。
以上の事が判明した。
　零細な製造業が圧倒的多数を占める東大阪市高井田地区においては、90％近い企業が従業員
30人未満の規模であり、それらの企業は存続という意味において厳しい状況にあると考えられ
る。
　今回の調査は1997年の調査以来、 6年ぶりのものである。1997年の調査は「東大阪中小企業
活性化の処方箋」が主なテーマであったのに対し、今回の調査は、東大阪市内でもとくに中小
8製造業の集積が進んでいる「高井田地区」中心にアンケート調査を行い、その経営実態を明ら
かにしたうえで、当地域の活性化に向けた各種方策の策定を行うことを主な目的としている。
　調査対象企業の業態について尋ねたところ、「自社製品を持つ製造企業（自社ブランドの有
り、無し含む）」および「独立した加工専門企業」といった独立性の高い業態の企業の割合は、
全体の37.9%である。これに対し、「自社製品製造兼下請製造」「第 1次下請産業」「第 2次・
第 3次下請産業」および「賃加工業」などの下請中心の企業の割合は59.4%となっている。
　下請型企業の納品先企業数（親企業数）の動向を見た場合、10社以上の企業と取引している
企業の割合は40.1%と最大の割合となっている。
　特に賃加工業（材料支給）を行う企業においては、約半数、44.6%の企業が10社以上の企業
に納品しており、自社の技術を活かして事業を幅広く展開しようとしている様子がうかがえ
る。もちろん、この間の経済的な停滞で、多くの零細な下請け企業が淘汰され、生き残った企
業に仕事が集中しているという現状もある。
　 1企業あたりの従業員数は、従業員が 1人から 4人までの企業の割合は全体の49.3%。従業
員10人未満の企業の割合は65.6%にまでなる。1997年の調査では、 1人から 4人までの企業が
34.2%、10人未満の企業の割合が64.0%であったことを考えると、この間、企業の集約化、事
業基盤の強化はほとんど進んでいないことが分かる。
　1997年の調査では、後継者のいない企業の割合は32.1%であったこと、さらにはその前の
1987年の調査では後継者のいない企業の割合が19.6%でしかなかったことを考えると（ただし、
後継者が決まっていない割合も48.9%）、事態の深刻さが分かる。
（ 2） 　売上高、企業規模の分析から見た企業存続の分水嶺
①　売上を減少させている東大阪の中小製造業
　年間の売上高が 1億円未満の企業の割合が56.2%もあることが分かる。反対に、 3億円以上
の売上をあげている企業はわずかに15%しかない。
　ただし、これを業態別に見てみると状況は相当に変わってくる。「自社製品を持つ製造企業
（自社ブランド有り）においては、売上が 1億円未満の企業の割合は26%であり、 3億円以上
の売上がある企業の割合は38%となる。これに対し、「賃加工業（材料支給）」を含む企業にお
いては、売上高 1億円未満の企業が81.6%、 3億円以上の企業の割合はわずか 3%に過ぎなく
なる。明らかに、業態が高度化している企業は製造や販売においても事業基盤は確立されてお
り、売上高も大きくなっていることが見てとれる。
　こうした割合を1997年の調査と比較すると、前回の調査では売上高 1億円未満の企業が
33.1%、 3億円以上の企業の割合は37.8%となっていた。上記のように、売上高 1億円未満の
企業の割合が増えているのは、零細な企業がこの間に多く創業したからではなく、多くの既存
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の企業が売上を減少させていったからに他ならない。これに対し、「増収増益」となった企業
の割合は9.8%であった。
② 　企業規模に比例する収益能力
　売上高別に見た場合、売上高 1億円未満の企業においては、増収増益の企業の割合は5.8%
なのに対し、減収減益となった企業の割合は76.7%。反対に売上高が 3億円以上の企業におい
ては、増収増益企業の割合が23.9%であり、減収減益企業の割合は47.8%に留まっている。
〈売上高別収益状況〉
　従業員数が10人未満の企業の場合、増収増益企業の割合が6.5%なのに対し、減収減益企業
の割合は、76.6%にまでなる。しかし、従業員数が30人以上になると、増収増益企業は
25.0%、減収減益の企業は37.5%となっている。
〈従業員規模別収益状況〉
　増収増益を高い確率で実現できる企業の特徴としては、自社製品を持つ製造企業（自社ブラ
ンド有り）ほど増収増益の可能性は高く、賃加工業（材料支給）や第 2次・ 3次下請企業にな
るほど増収増益の可能性は低く、減収減益企業の割合は高くなる。独立性の高い企業ほど不況
下においても経営基盤は強固であり、親会社に依存している企業ほど景気動向に左右されやす
いことを表しているともいえる。
③ 　売上高 3 億円が企業存続の分水嶺
　企業を取り巻く社外の経営環境からは独立して、企業努力そのもので経営を改善、改革する
ためには一定程度の企業体力が必要であり、その分水嶺が従業員数30名、売上高 3億円規模で
あることが推測される。
〈設備投資の状況〉
　最近の 2～ 3年の間の設備投資状況を尋ねたところ、72.9%もの企業が「最近投資していな
い」と回答している。
　 1～ 4人までの企業が新設・更新を含めて何らかの設備投資した割合はわずかに7.3%であ
る。そして、残りのほとんど全て、92.7%の企業が最近投資をしていないと回答している。こ
れに対し、従業員数が30人を超えるようになると、何らかの設備投資をした企業の割合は
65.6%で、投資をしていない企業の割合34.4%を上回るようになる。
　同様に、売上高別に見ても、売上高3,000万円未満の企業においては、設備投資を行った企
業の割合は5.8%に過ぎず、投資をしていない企業の割合は71.7%になる。
　一般には、設備投資を行うかどうかは企業の利益と関係があるように考えられがちだが、実
際にはむしろ企業規模との関係のほうが親密であることは、増収増益だけではなく増収減益に
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おいても設備投資をした企業の割合は高く、反対に減収減益だけではなく減収増益の企業にお
いても設備投資をしていない企業の割合は高い。減収減益の企業に投資余力が少ないことは理
解できるが、減収増益企業においては設備投資をしないことで利益をかさ上げしようとする経
営者の姿勢が読み取れる。
　ここで明らかなのは、企業の経営状況、すなわち「売上－利益」の関係によって設備投資が
左右されるのではなく、経営者の基本的な経営姿勢や企業体力によって設備投資が決定される
ということである。
　売上高 3億円が企業存続の基本的条件であるとしたが、先にも見たように今回調査した東大
阪市高井田地区においては、売上高 3億円以上の企業の割合は15%に過ぎない。すなわち、同
地区においては、ほとんど全ての企業が今後の存続し続けるための確かな企業体力を有しては
いないということなのである。
（ 3） 　横請けの現状
　東大阪市高井田地区では、古くから存続をかけての企業間連携として、横請け（仲間請け）
がある。半数弱の企業が既に横請けを行っていることがわかる。
　この割合は独立的な事業形態の企業であっても下請け、あるいは賃加工業を営む企業におい
てもほとんど変わることはない。そうした業態に関わらず、全ての企業において約半数の中小
製造業は、すでに積極的に企業間ネットワークを結び、横請けに取り組んでいるのである。ち
なみに、1997年の調査では、横請けを行っている企業の割合は31.0%であった。
　横請けを行なっている企業の割合が増加しているにもかかわらず、東大阪市高井田地区にお
ける中小製造業の業績は改善していないばかりか、取引先企業の増加など事業基盤の強化はほ
とんど進んでいない。主要販売先の件数を増加した企業の割合は13.4%に過ぎず、86.0%の企
業は横ばいか、むしろ減少傾向にあると回答している。
（ 4） 　自社の経営課題について
売上規模の小さな企業では営業力を最大の経営課題とし、売上高 3億円以上の企業では製品開
発力が大きな関心となっていることも、ほとんど従来の調査と同様の傾向である。その反対と
して、企業としての総合力はないということも自認おり、経営上重視するものについて、ほと
んど半数の企業が、「顧客の要望にきめ細かく対応」することが重要であると考えている。
　また、最近設備投資をしていない企業に対し、その理由を尋ねたところ、「人材に投資した」
ためと回答した企業が従業員30人以上の規模になると9.1%もある。同じ傾向が、売上高 3億
円以上の企業においても見られる。
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（ 5） 　アンケート調査結果総括
〈「下請」、「賃加工」から「独自・独立性を持った企業」への脱皮〉
　業態別集計結果をみても、「下請」、「賃加工」は打つ手が見つからないのが現状である。こ
れらの業態は、これまで長い間「仕事が来ることを待つ状態」に慣れすぎているからであり、
いざ不況になって打つ手を考えようとしても、客先に仕掛ける手段がないのではないかと考え
られる。
　参考になるのは、「独立した加工専門企業」である。この業態は、他社より特長ある技術を
有していることから、「別注品」、「試作品」などを手がけている企業も多い。「独立した加工専
門企業」が志向する方向性は、①「自社の強み・得意分野に集中特化」、②「顧客の要望にき
め細かく対応…顧客第一主義(地域密着など)」の 2つである。
　重要であるのは「独立した加工専門企業」の「独立性」の面である。「下請」、「賃加工」と
いう元請け依存体質ではなく、自社独自の技術を有することで、競争力を確保し、営業構造の
基盤を強化することが出来る。注意が必要なのはこの「独自の技術」が独りよがりの技術にな
らないことである。あくまでもマーケットを見据えた上での技術でなければならない。その意
味での「顧客第一主義」であり、ここでいう「顧客第一主義」は「元請けの言いなりになる」
という事ではない。
〈売上高 3億円を目安にした、新たな企業グループの形成〉
　「増収増益」企業の割合は、「従業員規模」、「売上高」に比例している。つまり、小規模事業
者であれば、それだけで「減収減益」のリスクが拡大することになる。そのため、新たな企業
グループを形成し、受注に対応できる体制を整備していくことが必要である。
　グループ形成には、「従業員規模」を目安にする考え方と、「売上高」を目安にする考え方が
あるが、「売上高」を目安にする方が、よりグループを形成しやすいと思われる。
　ただし、難しい面もある。それは“高井田地区”にどれだけこだわるかである。業種構成、
販路等を加味すると、高井田地区内でグループが形成できるかどうか疑問である。
　グループ形成を図る際には、①参加企業の特長づけ(技術的特長、保有設備等)、②リーダ
ー企業の存在、③グループをサポートするコーディネータないし産業支援機関、の 3つが必要
になる。
　たとえば、②のリーダー企業は、売上高1億円程度で「独立した加工専門企業」を選び、数
社を含めてグループ化する方法が考えられる。また、③のグループをサポートするコーディネ
ータないしは産業支援機関については、東大阪市立産業技術支援センターないしはクリエイシ
ョン・コア東大阪が考えられる。
〈企業間連携、産官連携による設備の活用の活発化〉
　本アンケート調査結果からは、「老朽設備の更新」による「生産性の向上」が必要だとわか
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りながら、設備に対する投資余力がない企業が相当数に達する。
老朽設備は改善されずに、「自社で工夫している」企業が半数近くある。一方、「委託生産」や
「仲間と組み補っている」といった企業間連携による設備活用は、2割もない状況である。また、
設備を保有している東大阪市立産業技術支援センターをはじめとする公的機関の利用は、
0.4%にとどまっている。
　本来なら、適切に設備の更新がなされることが望ましいが、その余力がないのであれば、企
業間連携による設備の活用や公的機関の一層の活用を進めていくべきである。この点は、企業
サイドの意識が遅れていると考えられる。
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Ⅲ　事例による分析
　本報告書は最近、東大阪市高井田地区において行った中小零細製造業に対するアンケート調
査の結果をもとに、現在、中小零細製造業が置かれている危機的な状況を事例分析に基づき明
らかにすると同時に、日本のものづくりの基盤とも言える貴重な産業集積を今後とも維持して
いくための方策を提案するものである。
　今までの報告書で以下のことが、判明した。
　・後継者が不在であり、自らの将来像が描けない企業が急激に増大していること
　・ 加工技術等の高度化により設備が高額化し、資金的に余裕の無い企業の多くは設備投資が
できず、生存の危機に直面していること
　・ そして、その生存と廃業を分ける分岐点は、年間売上高 3億円、従業員規模で30人である
ことが明らかとなった。
　零細な製造業が圧倒的多数を占める東大阪市高井田地区においては、90％近い企業が従業員
30人未満の規模であり、それらの企業は存続という意味において厳しい状況にあると考えられ
る。
　しかし、こうした中小零細製造業の存在なくして、巨大メーカーの世界的な活躍はあり得な
い。僅かの大企業あるいは中堅企業のみが生き残ることで産業が高度化、効率化されるのでは
なく、大企業と多くの中小零細製造業が共存して初めて強いものづくりが可能であることは、
戦後の日本経済の発展の経緯を見れば明らかである。
　本報告書では、今回のアンケート調査をもとに、中小零細製造業が置かれている厳しい状況
を経営および資金面から分析するとともに、企業連携の新しい考え方を基本に日本のものづく
りの再生、強化のための方策を提案するものである。
事例の内容
　事例の内容として以下の13項目に該当する企業を事例としてとりあげる。
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1　経営の不在が後継者不在の原因である
　今回の調査で、「後継者がいない」と回答した企業の割合が半数ほどあったということは極
めて深刻な事態である。
　長年、職人あるいは技能者として会社を運営してきた経営者は、いま経営の継続に関してど
のように考えているのかを現場から明らかにする。
後継者はどこに注意すべきか
　一方、後継者となる人物も、経営を引き継ぐ前に様々な準備をしておく必要がある。まず、
万一仕事がなくなり、「酸欠」となっても生きていけるだけの逞しい生命力を身に付けておか
なくてはならない。他社でのインターンシップを経験したり、同業種・異業種交流会でネット
ワークを構築しておくことが有効であろう。また、そうした機会を通じ、同業種のみならず、
異業種の経営手法をも謙虚に学ぶべきである。その際、成功事例とともに失敗事例から何を学
ぶかが肝要である。さらに、創業者精神を再確認し、自社の経営哲学を再度明確にすべきであ
る。そして、先代の経営資源を最大限に生かせるよう、社内の協力体制を見直す必要がある。
　なお、新規分野は既存の分野との連続性があるものを選択し、木に竹を接ぐようなことは避
けるべきである。足下に必ず飯の種はあるもので、隣の芝生を羨む前に自身の芝生の手入れを
すべきである。
事例 1　後継者を確保できなかった　K社（金属加工業）
　多くの経営者は上述した内容をよく理解しているが、日常業務と受注不振にさいなまれて、
後継者を確保できていない。最新の加工機を導入して新規受注を図り、子どもに夢を託した東
大阪の貸工場で40年間精密金属加工を営む（社長K氏 68才）従業員 1名のK社は、大手機械
メーカーに勤務する息子からは継承に関して了承を得られなかった。
2　横請けという名の企業連携だけでは解決策にならない
　横請けを行っている企業の割合は着実に増えているが、それらは経営改革のための有力な解
決策にはなっていない。
　単に仕事を紹介し合っているだけでは、日本の中小零細製造業が有する問題の根本的な解決
にはならない。
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仲間あっての自分、自分あっての仲間
　東大阪では今、仕事仲間の相互信頼が、音を立てて崩れようとしている。過度な価格競争に
よって、受注を巡るトラブルが頻発し、「紹介企業の頭ごしに直接取り引きはしない」「不当な
紹介手数料は要求しない」「その仕事が最も得意な業者に仕事を回す」といった仲間同士の暗
黙の了解は雲散霧消、「仁義なき戦い」が繰り広げられている。他の産業集積地でも同じような
事態が散見されるが、産業集積地再生の最大のポイントは、そうした現状を見直し、相互不信
から再び相互信頼に至るための道を、たとえ何年かかろうと見つけ出す努力をすることである。
事例 2　東大阪の異業種グループK
　「仲間あっての自分」「自分あっての仲間」、そんな関係を取り戻せば、価格競争に陥ること
のない付加価値の高い仕事、海外ではマネのできない高度なモノづくりが再び可能になるはず
だ。東大阪の場合、数は減少したとはいうものの、依然、多様な業種、多様な業態、多様な規
模の製造業が 6千社以上も存在している。それぞれの特性を生かし、新たな事業分野を切り拓
くことは決して不可能ではない。他の産業集積地も同様だ。
　Kという異業種交流グループは、外部経営資源の活用で新商品（娯楽用品）の共同開発に成
功し、自分たちの潜在能力とネットワークの重要性を再認識。その後、第 2、第 3の新商品開
発に取り組んでいる。典型的な下請け企業集団でも、ヤル気さえあれば「ここまでやれる」と
いう意味で、参考にすべき点が多い。
3　産業構造の高度化は進んでいない
　韓国や中国などとの国際的な分業が進むものと考えられてきたにもかかわらず、日本の産業
集積地域における産業構造の高度化は思ったほどには進んではいない。
　なぜ進まないのか、高度化しないまま中小零細製造業が生き延びる道はあるのか。あるとす
れば、それはどのようなものなのかを明らかにする。
　成熟し、今後も大きな伸びが期待できないばかりか、海外へ流出してしまうものと考えられ
てきた産業が、依然として日本国内に踏みとどまっている状況を取材と通して明らかにする
事例 3　零細企業がネットワークを組んで金型を製造（D社）
　金型業界は、今、コンピュータの導入等で技術革新のスピードが早く、設備コストが経営を
圧迫してどこも大変な状況にある。しかも10人前後の企業でも得意先は 5～ 6社程度のため、
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どうしても相手先に価格決定権を握られてしまう。しかし、同社は 1人でやっているが得意先
は10社程度持っている。そうしたことが出来るのは、金型をやっている仲間を10社程度持って
おり、同社は営業の仕事が得意なため、自社で対応できない仕事についてはそうした仲間にま
わしている。メーカーは金型の製造に一般的には暗い人が多く、また中堅の金型メーカーの営
業は図面出身者が多い、このため製造現場に明るい人間で営業をやっている人間は意外に少な
い。こうした間隙に仕事のチャンスがある。
　もともと兄弟でやっていた金型屋から独立。独立したときに機械を 1台もらった、しかしコ
ンピュータ制御の機械ではなかったので国民金融公庫の融資を受けて総額5,000万円ぐらいの
機械を購入。融資の返済期間は10年。独立したのはバブル期だったので融資を受けるのは比較
的簡単だった。孫請けで大手のゲームメーカーのカセットケースの金型を当初手がけた。この
ときメーカー側が意外に金型について知らないことを知った。返済は今も続けているが、毎月
50万円程度だが順調に返済している。
4　日本のものづくりを支えているのは誰か
　中小零細製造業の主な担い手は誰なのか。そして、その担い手達の技術はどのように教育さ
れ、より高度化され、さらにはどのように次の者に引き継がれようとしているのかを考える。
　そもそも、日本のものづくりのコアコンピテンスとは何なのか。そして、それは本当にコア
コンピテンスなのか。パートやアルバイト、あるいは正社員といっても極めて不安定な職場で
しかない中小零細製造業において、中核的な技術者はどのように育成され、その技能はどのよ
うに引き継がれようとしているのか。
　パート、アルバイトによって支えられている高度な技術の事例を紹介する。
事例 4　成否大きく分ける　創造的活動の持続　N社（伸線業）
　伸線業は東大阪を代表する地場産業だ。昭和23年創業のN社（従業員20人）は、業界初のポ
リエチレンカラーワイヤを新発売して、市場拡大に成功。現在はホビー用カラーワイヤのトッ
プ企業に脱皮している。
　不況と同業界との競合で需要構造が大きく変化。針金は種々の造形素材としてホビー市場で
売られていたが、硬くて種類も少ないことから、売れ行きは停滞していた。
　そこで、五年の歳月をかけて素材・加工方法を変え、強くて軟らかなワイヤを開発。「自遊
自在」のブランドで出すが、市場の反応は鈍く、新規市場開拓の苦杯をなめる。そこで、社長
自ら用途開発・使用事例を持参して店頭や学校で実演指導。各地でメディアと協賛して自社製
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品を使ったイベントを立ち上げ、現在は業界ナンバーワンの市場規模を目指している。
　中小企業の活性化には三つの「新」（新規市場・新技術・新製品）が必要といわれている。
いずれも現状の中小企業にとり至難の業である。そこで問われるのが、難問を解く知をどこに
求めるか、さらに、いかに創造的な活動を持続するかだ。それが成否を大きく分ける。
　現場の従業員の大半は長期勤続しているパートの社員である。彼女たちが生産の中核を占め
ている。
5　中小零細製造業の売上、利益を決めるものは何か
　この間、経営において、増収増益と減収減益とを分けたものとは何だったのか。
　さらには、増収減益、減収増益という経営の巧拙は何によって生み出されたのかを明らかに
する。
　増収増益は、経営者の明確な経営戦略の策定、およびその実行によってのみ可能であること
を取材によって明らかにする。
　困難な状況にあって経営者が為さねばならないこと、およびその結果としての減収増益の事
例を取材。
事例 5　「小口客」を大切に、巧みに生き残り　M社（表面処理）
　質のニッチ（技術の特化）は非常に深い。しかし量のニッチ（少量生産）は狭い。普通なら
ニッチに依存すれば経営が、にっちもさっちもいかなくなる。にもかかわらず、うまく生き残
った中小企業のノウハウを紹介しよう。 
　中小工場集積地である東大阪市高井田地域は金属加工のメッカだ。路地には無数の貸工場が
あり、そこで多くの職人たちが、自分の腕を頼りに独立していった。M社（従業員12人）のM
氏（70）もその一人である。昭和51年に勤務先の倒産に直面し、夫婦で貸工場で機械・金属の
表面処理工場を創業した。 
　扱っている表面処理は、精密部品・金型などの表面熱処理並びにセラミックス複合メッキ処
理であるが、大手では対応出来ないほど処理の仕様が多岐にわたる。「小口の客」を大切に、
取引は一社に集中しないように配慮、きめ細かな対応を心がけてきた。少量なものでも注文に
応じ、今日では日本全国で、口コミにより300社に及ぶほどの取引先を有している。
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6　将来の売上げは何によって保障されるのか
　今後、売上を確保していくためには何が必要であると経営者自身は考えているのか。
　中小零細製造業の経営者は、何をすれば売上が可能になると考えているのかを明らかにし、
その現実性に関して検証する。経営戦略的な観点から、中小零細製造業の経営者の問題点を明
らかにし、日本の中小零細製造業の問題点は、他でもなく経営者問題であることを明確にする。
事例 6　お客さんの視点で見直す　O社（ノコギリ）
　その時に問われるのが、開発された商品がお客さんに受け入れられるかどうかということで
ある。事業が不振だということは、つくった商品に対してお客さんが価値を認めないからであ
る。なぜ、お客さんと溝があるのか。そこで立ち止まって、売っている先、すなわち顧客の要
求を聞いてみる。顧客の立場でもう一回、自社の製品を見直すという姿勢が問われるのだ。
　三木（兵庫県の刃物製造の集積地）のO金属は、その典型であった。O金属は有名なノコギ
リのトップメーカーであったが、ご多分に漏れず海外から安価な製品が日本市場に流入、ピタ
ッと製品の出荷が途絶えてしまった。
　社長は、「どうしたのだろう？」と原点に立ち返って問屋に聞いてみることにした。今までは、
販売は完全に問屋任せにしていたので、自ら問屋に出かけてお客さんからのクレームレターを
見せて欲しいと頼み込んだ。「いいですよ、お宅にはたくさん来ていますよ」と言われ、段ボ
ールにいっぱい入ったクレームレターをそのとき初めて見たのである。
　本当は手遅れなのだが、初めて読んでみて愕然とした。「あなたの会社のノコギリを子ども
が買ってきて、生木を切ったら目詰まりして切れにくくなりました。そのまま放っておいたら
錆びてしまいました」。また別のレターでは、「お宅のノコギリはまっすぐ切れないんです」と
あった。とにかく、多くのクレームが出てくるのである。「はあ、わが社はこんな製品を売っ
ていたのか」、初めてお客さんの声を聞いて原点に立ち戻らざるを得なかったのである。
　「では、まっすぐに切れるノコギリをつくろう。目詰まりしないノコギリ作ろう」。それから
は、ひとつひとつチェックリストをつくり、原点に戻って素材から、作り方から、加工から、
熱処理から、 2年間かけて全部の工程を見直したのである。それからもう一つ、海外と内外価
格差がある。それを勘案して、工場の無人化ということも考えた。それで、非常に面白いノコ
ギリをつくったのである。それは、従来の2.5倍ほど切れる凄いノコギリ。それをホームセン
ター経由で販売すると爆発的に売れた。
　このような例では、ホンダがよく知られている。かつてホンダでは製造と販売が乖離してい
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た。大手メーカーでもそうである。ましてや、中小企業においては、お客さんの視点で自社の
製品やサービスもう一度見直す必要がある。
　それからもう一つ、事業が危機に陥るには大きなシグナルがある。無理な仕事ばかりがくる、
市場で負けてばかり、これらも危ない兆候である。そうした時こそ、もう一回自分の事業を再
点検しなければならない。さらに、新製品がようやくできた、お客さんが買ってくれる、その
段階で決して自己満足することなく、誰か第 3者的な立場でその製品を評価しないといけな
い。東大阪がやっている「メイドイン東大阪」とか、その他いろいろな品評会とか、デザイン
コンペなどもある。そうしたところへ積極果敢に出すべきである。そして、そこで消費者の厳
しい評価に耐えるものにまで鍛えていく必要がある。
7　多品種少量生産という残された領域は宝の山ではない
　中小零細製造業が取り組む生産のスタイルの半数は、多品種少量生産である。
　これは時代の要請であると同時に中小零細製造業が可能な唯一の生産方式でもある。すなわ
ち、小額の投資で済む設備と熟練の技能で可能な生産方式は、多品種少量生産なのである。
　しかし、この多品種少量生産は中小零細製造業の強みではなく、むしろ弱みであり、単なる
便利屋で終わってしまう危険性と隣り合わせである。
　試作品あるいは多品種生産に本格的に取り組んでいる企業の取材。
事例 7　取引先1000社を抱える機械部品の賃加工専門企業　Y社（金属加工）
　昭和60年に今の地に工場を新設、現在、従業員47名の企業だが、機械部品の賃加工専門企業
で各工作機械を設備して取引先の注文に対応した機械部品の加工が出来る。通常、賃加工は規
模の小さな企業が請け負う仕事だが、同社は規模が大きくなった現在でもこうした請け負いの
方法を変更していない。いわば貸工場がたくさん集まったような企業であり、中小企業が集積
し賃加工の仕事が大量に出る東大阪市だから成り立つ企業である。同社では、生産工程の各段
階に対応した機械設備を保有しているため、発注側のさまざまな注文にも柔軟に対応出来る。
取引先は金型メーカーを中心に約1000社。規模の大きなところから零細企業まで幅広い。昭和
33年に東大阪の貸工場で仲間 3人とのこいたで鉄を切る仕事からスタート。その後順調に設備
を順次拡充。営業努力は特別にはしていないが、口コミで仕事が来る。賃加工のためリスクが
低く、売上に占める利益率は高い。時代に応じて景気のよい業種が変わっても、金属加工の需
要が無くならない限り、常にその時好調な業種の企業からの発注が増加するため、仕事量の波
は比較的小さく、この間の不況の影響もあまり無かった。これからは、一般には持っていない
20
機械設備を充実し、加工レベルの高付加価値化をさらに進めていく戦略をとっていく。
8　海外の安価な製品は本当のところ脅威なのか
　大量の低価格品の流入は中小零細製造業にとっては脅威なのか、あるいはそうではないの
か。
　現実的に脅威と感じているのは零細な企業群のみであるのはなぜか。なぜ、中堅企業にとっ
ては、海外の安価な製品は脅威とならないのか。
　海外製品との競合はまったくない事例
事例 8  大手企業と共同特許で新事業　P社（パイプクリーニング）
　しかし、方法はある。ここでは、メンテナンス市場に参入し成功した特筆すべき企業者たち
を紹介することにする。
　地下に埋設されている下水管・水道管、さらにはジェット燃料のパイプラインなどがあるが、
関西新空港にはジェット燃料の何十キロというパイプラインがある。住友・クボタなど、いろ
いろな企業から運び込まれたパイプは野積みされ、一度水で簡単に洗われてから敷設される。
その後、完成してから改めて掃除をする必要がある。
　これを、泉佐野市のP社が「これは面白い仕事になる」と気付いたのである。当社の前身は
繊維の織機の糸を飛ばすシャトルを作っていた。しかし、繊維不況で倒産。その後、従業員を
削減し、1600坪の社有の土地も売って何とか借金を返済。
　次に新しい事業を起こそうということで、大阪の産業見本市に行き、そこで白い玉が出展さ
れていることに気付く。「これは何なのか？」と聞くと、PIG（パイプをクリーニングする器具）
という掃除をする装置であるとのこと。「これで第 2創業ができる！」と思いつくと、すぐに
商社を通じてパテント・ライセンスを買い取るのである。そして、アメリカから装置が届くの
を一日千秋の思いで待っていたのだが、ようやくアメリカから装置が届き、自分の工場で早速
実験を開始。しかし、まるで大きな爆弾でも落ちたような爆発音がして、警察が来る、消防車
が来る、最後には救急車まで来るといった有様である。アメリカでは、これらの作業は砂漠の
真ん中でやっているからまったく問題にならないのだろうが、日本ではそうはいかない。この
騒音を何とかして小さくしなければならないのだ。
　しかし、何度やっても音が小さくならない。「大変なものを買ってしまったな！」と思うの
だが、それからが中小企業の社長さんの偉いところで、自社のシャトルで培った樹脂発泡とス
チール埋め込み技術を利用し、音のあまり出ない、しかもきちっと掃除ができる新たなPIGの
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自社開発に成功する。ちょうど関西新空港ができる時でもあり、工事を行っているゼネコンに
その技術を売り込みに行ったのである。
　資本金1,000万円、従業員20人、パイプのクリーニングに関しては実績なし。日本では、こ
れでは全然相手にしてくれない。それでも、ゼネコンの担当者に対して、今までの水で洗う方
法よりもはるかに効率がよいことを図面で、あるいは実験データを見せて説明し続けたのであ
る。それでもまだ相手にしてくれない。せっかくアメリカから技術を取り寄せ、自ら実験して
改造を加えたにもかかわらず、全然受け付けてくれないのである。
　「どうしようかな？」と落ち込んでいるとき、ある友達が知恵を貸してくれた。「共同開発に
持ち込んだらどうだろうか？」。そこで、プラント大手のエンジニアリング会社に話しを持ち
込むことになる。「このPIGに関してはまだまだ特許が取れます。できたら我が社と組んで共
同特許を出しませんか？」ということで、エンジニアリング会社が49％、P社が51％の条件で
契約する。
　最終的にはエンジニアリング会社が工事を行うわけだが、多くの特許を取得することでP社
も利益を確保することができる。そういった小判鮫のようなやりかたも可能なのである。それ
から大阪市内の下水のパイプライン、羽田新空港、水島の化学工場のパイプラインなど請け負
うことになる。とくに水島の場合は新しいやり方を導入した。今、化学工場は設備の入れ替え
の時期なのだが、そのためには膨大な資金が必要となる。そこで、P社では両端を留めて中を
瞬時にコーティングする技術を開発。従来の方法と比べると、格段の効率化がはかれることに
なる。これも大手企業と共同特許をとっており、現在では東京地区での工事も多く請け負って
いる。
事例 9  大手企業に対抗した企業　J社（エレベーター製造とメンテナンス）
　もうひとつ。これは東大阪の会社である。メンテナンスといえば、まず思いつくのはエレベ
ーターとエスカレーターだが、現在では各地で設置されている。とくにバリアフリーというこ
とで、JRも私鉄各線も、さらにはマンションなどでも積極的に設置している。
　しかし、ここには安全基準という高いハードルがある。それに目を付けたのが東大阪の会社
だった。初めは工場用の荷物を運ぶエレベーターからメンテナンスを始めたのだが、それから
人間の乗るエレベーター、 2人用、 3人用とライセンスを取っていく。その時に同時にメンテ
ナンスのできる技術者を一生懸命養成する。そこで、エレベーターのメンテナンス業に参加し
ようとして東大阪にあるマンションの管理組合を訪問することとなった。「お宅のエレベータ
ーの定期点検を、是非我が社にやらせてください」。ところが、全然ダメなのだ。「うちは三菱」
「うちはオーティス」などと、大手企業がエレベーターの設置を全部押さえていて、その関連
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会社がメンテナンスもまた押さえているのである。
　せっかく技術を磨いてきたのに、やはり壁は高い。ガンジガラメである。しかし、そこで立
ち止まったらダメなのだ。彼は東大阪のあるマンションに行って「頼むからやらせてください。
おたくが前回点検補修をやられた時の値段はいくらですか？」「それでは、その半値でやらせ
て頂きます。しかも、24時間、何かあったら私の所が全部責任を持ちます」。ということで、
ようやく 1社だけ契約が取れたのである。そうして 1社また 1社と、契約できるようになる。
　すると、大手がこのことを知ることになる。「東大阪の聞いたこともない会社が、うちの仕
事を取っている」。そこで彼らのとった手は、部品の差し止めである。ところが、この会社の
経営者はそれを予想していた。「いつか大手が部品を差し止めてくるだろう！」。ここが東大阪
の企業の凄いところである。
　昔はエレベーターの部品はユニットで、部分的に修理はせず、まとめてユニットごと取り外
し全部換えてしまう。修理はしないのである。ところが、その会社はいちいち丁寧に外して、
部品を換えていった。そして、今までに外していった部品を一つずつストックしたのである。
しかも、それを直す技術までも持っていた。このあたりが凄いところなのだが、最終的にはい
ろいろなメーカーのエレベーターにも使用できるように、汎用的なものにそれらの部品を改良
していったのである。
9　中小製造業の最大の弱点は依然として克服されていない
　企画力、営業力などが無いという従来からの中小零細企業の弱点は、依然として残されたま
まである。
　これらの総合力を身につけるには企業体力が必要であるが、その体力をつけるには総合力が
必要という困難さが、企業経営にはそもそも存在する。この不可能の壁を突破する力の源泉を
明らかにすること、またそのためのノウハウも明らかにすること。
　中小零細企業から中堅企業へと脱皮することに成功した企業への取材を行い、飛躍のための
チャンスと課題を明らかにする。
事例 10　モノからコトへ　Mシンジケート（表面処理）
　今、筆者は東大阪でメッキに注目している。メッキに鍛造・鋳造。これが、実は見方を変え
れば、新しい産業に脱皮するチャンスになる。よく知られているM社がそうである。東大阪の
先端企業は、その多くがメッキが原点になって変わってきている。同様な事例にT社もある。
あるいは鍛造、鋳造、これが全部新しい技術に変わってきている。新しい素材、新しい加工の
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技術のノウハウを持っているのが東大阪の製造業である。レボリューション（革命）しながら、
新しい産業に脱皮している。
　そこで大事なことは、「モノからコトへ」。多くの経営者は、今だにモノづくりにこだわって
いる。「鉄を切って製品をつくっている」「鋳物に流し込んで…」、あるいは「針金を切って製
品をつくっている」「ステンレスを磨く」「チタンをプレスする」、全部前にモノがつく。その
意味で、この地域はモノづくりのメッカである。ここで「モノづくりを辞めよ」というのは酷
だが、そうではなくて考え方を変える必要があるということなのだ。
　「削るコトができる」「曲げるコトができる」「編むコトができる」「ひっつけるコトができる」
という視点が重要であり、ここでは素材は何でも構わない。そこで、燕三条（新潟県のステン
レス食器製造の集積地）は考えたのである。「鉄を磨く」「ガラス磨く」など、当地には「磨け
る」人材が多く存在しており、磨くことができる集団として新たな事業を立ち上げることした。
そこから、全国からいろいろな注文が来るようになったのである。
10　設備投資は中小零細製造業の生存コストである
　製造業において設備投資は企業存続のための必須のコストである。
　そのコストを捻出することができるかどうかが企業存続の最低条件となる。
　本アンケート調査結果からは、「老朽設備の更新」による「生産性の向上」が必要だとわか
りながら、設備に対する投資余力がない企業が相当数に達する。
 老朽設備は改善されずに、「自社で工夫している」企業が半数近くある。一方、「委託生産」
や「仲間と組み補っている」といった企業間連携による設備活用は、 2割もない状況である。
また、設備を保有している東大阪市立産業技術支援センターをはじめとする公的機関の利用
は、0.4%にとどまっている。
　そこで、外部経営資源の有効利用が求められている。
大学や公的研究機関を活用
　今、国立大学も私立大学も公的な研究所も、自らが持っている知識・技術を地域でどう活か
せるか、その存在意義を問われている。大阪府の産業技術支援センターには多くの優秀な研究
員が在籍している。そこでは、事業化に結びつく可能性のあるいろんなアイデアが公開されて
いる。その知恵を借りながら連携するのもひとつの方法である。
　その場合、ひとつ大きな弊害がある。私は各種の異業種交流会を主催してきたが、ほとんど
の人が「待ち」になっている。「誰かが面白い発表をしてくれないかな」、「あいつのアイデア
をうまく使ってやろうかな」という姿勢である。今は、もうそんな時代ではない。自分の持っ
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ている知恵も磨きながら、お互いが胸襟を開いて互いのために何ができるかという考えが必要
である。
　誰かリーダーが旗を振って「この指とまれ」という時代ではない。お互いに連携する。その
時に、外部の経営資源をいかに巧みの使用するか、その技が求められる。
11　増大する生存コストと製造業の生存分岐点
　売上高 3億円、従業員数30人規模を境に、前向きな設備投資が可能かどうかの分岐点となる。
　この分岐点こそが、企業の生存コストの負担が可能かどうかを分けるポイントであり、分岐
点以下の企業は潜在的な廃業予備軍である。
　売上高 3億円以上と 3億円以下の企業の年間の資金余剰、キャッシュフローをいかに確保す
るか。
事例11　同業種交流で共同受注　Y加工（金属加工）
　たとえば、売上高 1億円程度で「独立した加工専門企業」を選び、数社を含めてグループ化
する方法が考えられる。
　Y加工はグループ14社と組み、同業種交流会を設立、その延長線上に共同受注を可能にした。
彼らは共通したパンフレットを作成し、ファブレスな連携を計りながら受注を増やしてきてい
る。
12　これからの日本の中小零細製造業の生き方
　得意な技術で顧客の要望にきめ細かく応えていくという生き方は 1つの戦略である。しかし
それは、国際競争のなかに埋没し、顧客から選択されるための最低条件でしかなく、最低限の
存在理由にしかならない。ここでは、積極的な勝ち残り戦略を描くことが重要である。
 独創的な経営戦略からの革新
　ヒアリング調査から様々な厳しい企業環境の実態を確認してきたが、その中で経営革新に取
り組み、復活を遂げている企業も確認できた。ここでは中小零細製造業にとってひとつの可能
性を示す企業を事例として取り上げる。
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事例12　 独創が独走を生む、すきま市場戦略　B社（スポーツ用品の開発・販売）
　B社は東大阪市にある従業員8名、資本金2,400万円、年商1.3億円の企業で、無線アンテナア
クセサリー。スポーツ用品の開発・製造会社である。
（ 1）経営者が評論家になる中で
　「苦労して商品化に漕ぎつけるものの・・・」、今回のヒアリング調査で中小製造業の経営者
達が、暫し口にする言葉である。「とにかく」「何が何だろうと」「しゃにむに」研究開発を進
めて製品が完成、さてどうなるか?言うまでもなく一番大切な点は「売れるか否か」だ。特に
バブル崩壊後は、「市場の読みが甘かった」「急激に景気動向が変化した」と評論家ばりにコメ
ントする経営者が目立っていた。その中でB社代表取締役M氏はまず市場ありきの発想を持っ
ておられた。
　B社は、昭和38年に日本で初めて棒高跳び用のグラス・ファイバーポールを製造・販売し、
翌年すぐにカナダ等に輸出。昭利53年に、植村直己氏により北極点に当社のフィールド・ポー
ルが建つ。更に平成元年世界室内陸上大会で、ブブカ選手が出した世界新に当社のクロスバー
が使用されていた。当初から、主力製品の開発コンセプトは使用者の立場に立った「理想の追
求」であり、成熟期を過ぎた商品からは、ためらわず撤退している。そして現在の主力商品は、
グラスワイヤーである。
（ 2）何故売れない物を造るのか
　同社の成功のポイントは、まず第 1に、代表取締役M氏のモットー「自らが研究開発・市場
調査をして有望なものだけ製品化し、自社ブランドで市場にその真価を問う」である。同氏は
この事業を展開する以前に、約10年ほど地方銀行に勤務していた。そこで「倒産していかざる
を得ない企業」を目の当たりにし、「始めに市場ありき」と、徹底的な「マーケット中心論」
を会得した。「何故売れないではなく、何故売れない物を造ろうとするのか?」「社会に対して
有意義な製品を有意義な時期に限定して製造する」「製品に対する自負は存在しても、過度な
思い込みは負担になる」－これらの視点がひいては、経営に対する気負いなさ＝客観性を引き
出すことを可能にしている。
　第 2に「市場参入できる」ではなく「自社の力量に応じて、適した市場を、適した量だけ創
造する」ことである。市場を拡げれば大手他社が参入する。自らの市場を維持するためには、
次々に市場を創造し、自らが消化できるだけの範囲で展開を計ることである。
　第 3に「自社ブランド」へのこだわりがあればある程、「全て自社だけで」賄おうとしない
事である。同社から生まれる製品はすべてM氏の考案によるものであるが、開発の過程で必要
とされる「技術力」並びに「開発ツール」は自社だけで揃えようとはしなかった。経営の3条
件「人・物・金」の中で「人・物」を増強しようとすれば、まず管理面を始めとし、その他諸々
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の増加を自らが抱え込むことになる。その結果「金」の増加である。特に一度ヒットした商品
を持っている企業は「過去の夢」にしがみつき易い。同社は操業時以来10人足らずの従業員を
維持しながら、自社にないものを技術力のある外注先から収収し、かつ育成してきた。
（ 3）プロダクトアウトの発想ではなくマーケットインの発想の重要性
 　B社の事例は結果を見ればあらゆる企業の活動において重視されるマーケットインの発想が
その根底にあることがわかる。しかし中小零細企業においてこの発想はなかなか持たれていな
い。さらに実行に移すことが出来ている企業はほとんど見あたらない。B社では商品開発の場
面だけでマーケットインの発想を用いているだけでなく、その製造においても職人的なプロダ
クトアウトの発想による自社製造ではなく、マーケットインの発想からあくまで最終的な製品
を最適なものとすべく積極的に他社との連携を図っている。この事は中小零細企業にとって非
常に重要な視点である。
13　新しい企業連携はもたれ合い方式であってはならない
　上に見たような生存コストを確保するためには、何よりも生存分岐点を越える売上が必要で
あるが、そのためには企業連携が重要である。しかし、その企業連携は単なるもたれ合いでは
なく、明確な経営戦略のあるものでなければならない。
　そのためには、リーダーシップをとることのできる核となる企業が必要である。売上高 1億
円以上の規模の企業が核になり、強いリーダーシップで明確な経営戦略をもった企業連携をつ
くり上げることである。
　今回は、日本の中小零細製造業が生き延びるための最後のチャンスである。
　企業連携の取り組みを取材し、成功のためのヒントを考える。
事例13　過剰投資で倒産も　60歳から敗者復活　T社（金属製品、プラスチック）
　「先生少し待ってください、出来たてのご飯を食べてください」。小さなかわいらしいコンロ
とお釜、一人分の炊き立てのご飯が並んだ。東大阪市は日本を代表する中小企業のメッカだ。
そこには無数の町工場があり、多くの職人たちが自分の腕を頼りに独立した。そこには悲喜こ
もごものドラマもある。
　T社のK氏（63）もその一人だ。十代で創業した町工場を年間売り上げ百億円を超す企業に
まで育てた。だが、三年前過剰設備投資により倒産、天国から地獄を経験した。私募債で資金
調達を図り、再起をかけて一人で創業。製品開発に特化、製造・販売・配送などすべて外部に
委託、徹底したリスク分散で経営のスリム化を図る。
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　得意分野のカセットコンロの燃焼技術とボンベ着装技術を生かしコストが固形燃料の十分の
一、さらに火力が強く火力調整可能な超小型サイズカセットコンロと外から燃料の残量が確認
できるボンベを開発。地元の新商品開発グランプリを受賞した。
　これをてこに大型飲食店に納入、着実に販路を拡充し売り上げを伸ばす。次の新商品も開
発済み、60歳からの第二創業は勢いが止まらない。
事例14　地財の見直し　K社（ニットメーカー）
　大阪市内にあるK社（創業は泉州地区）は、ニットメーカー 3社の若手経営者が中心となっ
て設立した共同出資会社。最初に手掛けた通販会社の仕事を通して、問屋経由ではなくダイレ
クトに小売サイドへ商品を流す難しさを知ると同時に、厳しい要求をクリアする生産ノウハウ
を身に付けていった。
　それは、集積産地ゆえに可能な「コラボレーション生産体系」と呼べるもの。かつてのライ
バル会社同士が集まり、お互いの得意分野を生かしてフレキシブルな生産体制を組むのであ
る。これによって、高品質かつリーズナブルな商品を短納期で提供できるようになった。しか
も「多品種・大ロット」に対応できるのである。産地が一つの工場として稼働することによっ
て、中国の牙城を切り崩すことが可能になったのだ。
　同社は、大手アパレルメーカーのW社と提携。W社が自社のアンテナショップで売れ筋と
判断した商品を 1カ月ワンサイクルものスピードで大量生産している。
　また、専属のデザイナーを雇い、東京にショールームを設立。製品開発や販路開拓にも力を
注いだ結果、売上高は 3億円から24億円に増加した。現在、参加企業は12社。このケースでは、
いかに外部資産を活用するかが“独立自尊”へのカギとなっている。
事例15　産学連携で独自のネットワークを築く　K社（化学機械）
　棚卸しができたら、あとはそれをどこに用いるか、それを考える。これは自社だけでは限界
がある。ここでは独自のネットワークを構築することが何より重要となる。つまり、外部の経
営資源の活用である。他人の目で自社の技術や商品を客観的に評価してもらうことが大切なの
だ。外部の目で見たとき、自社のコア・コンピタンスは経営者が認識しているものと違う場合
もあるだろう。
　方法としてはいくつかある。代表的なものとしては、まず産学連携が挙げられる。
　たとえば、尼崎市のK化学機械製作という会社は、蒸発・蒸留・発酵などのプラントメーカ
ーだが、産学連携に非常に積極的で、神戸大学と太いネットワークを築いており、自社では手
28
に余るような研究開発を共同で行なっている。社内独自の講習会を開き、最先端の研究者を招
いて意見も聴くなど、理想的なモデルだといえる。
　それから行政、つまり国や自治体の活用もお薦めしたい。
　産業試験研究所のようなものは、たいていの都道府県にある。これを活用しない手はない。
自治体の主催するコンペティションなどに参加するのもよい。審査員など外部の人の意見を聴
けるいい機会であるし、入賞すれば、資金面でもメリットがある。いろいろ言われているが、
銀行にも担保のひとつとして、そうした実績を高く評価する動きが出てきている。
　いずれにしても、自社の技術を外部の人たちの目で見てもらうことで、思わぬ用途が発見で
きる可能性があると考えられる。
　次に、企業同士のネットワークは、積極的に活用したいところだ。自ら地場の業者に声をか
けて構築してみるのもよいだろう。異業種同士が望ましいが、同業種なら、外部の人を巻き込
んでいただきたい。
　お互いに率直に意見を交換することで、最終商品のアイデアが生まれることもあるし、共同
でプロジェクトを立ち上げることも不可能ではない。大手企業から全体像が見えないまま、部
品や素材の受注をしていたのと違い、開発の初期から携わることができるのである。
企業同士のネットワークは胸襟を開くことが大切
　ただし、注意していただきたい点がいくつかある。
　誰か顔役的な経営者がいて、その人物の主導になっていると、活発に活動しているように見
えても、いずれ停滞する。現実にそんな例をいくつも見てきた。そうではなく、皆、対等の立
場で、侃々諤々、本音を言い合うことが大切なのである。
　また、自社の技術を出し惜しみしないこと。でなければ信頼関係は生まれない。儲け話ばか
り考えているのも論外。目先のことではなく、自社の将来にどう役立てるかという意識で参加
しないと、何も得られない。
　最後に、繰り返しになるが、かつての親子関係のような産業構造はもはや完全になくなりつ
つある。大企業は「下請け」意識を取引先に求めていない。
　その会社に何ができるか、その点だけを見て、対等のパートナーを探しているのである。「う
ちは下請けだ」という思い込みが一番いけない。ネットワークの場でも、その意識が強く求め
られることを強調しておきたい。
　釈迦に説法だが、「独立自尊」を貫く気概は、経営者が依存心を取り払うことから始まる。
日本市場を見すえて、「得意技」の再構築を
　日本の製造業は国際競争力が低下してきたと言われるが、それをどういう視点でとらえるか
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重要である。国際競争力には、品質、納期、価格、顧客満足度などのさまざまな要素があり、
価格面では圧倒的に中国製品が優位である。そして今や、品質でも互角に並ばれようとしている。
　その反面、日本国内には、消費不況と言われながらも、世界第 2位の巨大な市場がある。中
国の製品を日本が買うから中国が発展するといった具合に、東アジア諸国にとって、日本は巨
大な輸出市場になっているわけである。
　かつて日本は、モノをつくる原材料である資本財をメーンに輸出していた。例えば、韓国は
日本から資本財を輸入し、加工して欧米などへ輸出するというツー・ステップを踏んでいた。
それが、輸出市場として日本を見ようというふうに変わってきた。サムソンやヒュンダイ、
LGエレクトリックなどを筆頭に、韓国の企業は豊かな日本市場の開拓に力を入れ始めている。
欧米の市場だけに依存しないリスク・ヘッジにもなる。
　そのため中国や韓国では、日本市場の大変目の肥えた消費者に受け入れられるモノづくりを
目指している。日本から学びながら、自立していこうとしている。このような国の製品が流れ
込んでくるので、日本市場での競争が激化するのは自明の理である。
　国産の製品が売れていないだけであって、市場は相変わらず世界第 2位の規模を維持してい
る。実際、国内の消費はかつてのような成長率はないものの、じりじりと伸びている。特にこ
のところ、高価でも品質の高い製品が売れる傾向が強まっている。
　つまり「デフレ不況に関係なく、日本の国内市場は巨大なのだ」ということを認識すべきな
のである。自分たちのすぐ近くに巨大な市場が存在している。これを放っておく手はないだろ
う、と。
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Ⅳ　調査結果のまとめと提案
1　調査結果から確認された課題の整理
　日本のものづくりの基盤を支える東大阪高井田地区の中小零細製造業の今後の存続と発展に
向けての方策を探るべく、アンケート調査とヒアリング調査を実施してきた。まず、今回の調
査から確認されてきた課題について整理してみる。
　①　後継者が不在であり、自らの将来像が描けない企業が急激に増加している
　② 　加工技術等の高度化により設備が高額化し、資金的に余裕の無い企業の多くは設備投資 
が出来ず、生存の危機に直面している
　等がアンケート調査から判明してきた。
さらに
　③　横請けという過去の成功要因が必ずしも業績改善に繋がっていない
　④ 　多品種少量生産という生産方式の弊害から自社の設備・技術者の能力向上への取り組み
が行われて来ておらず、結果的に企業競争力が低下している
　等についてもヒアリング調査を通じて確認された。
　⑤　年間売上高 3億円、従業員規模で30人が生存と存続の分岐点
　であることが目安として判明してきている。
　つまり東大阪高井田地区においては中小零細製造業の存続にとって不可欠な要素である設備
投資も十分に行えず、根本的な経営・技術革新でなく収益確保、利益確保に繋がっていた横請
けや多品種少量生産という過去の成功要因もその効果が現れるどころか弊害まで生じるという
厳しい環境にあることがわかる。このような厳しい状況に直面している企業が大半であると共
にそれらの企業は当然の事ながら生存の分岐点を超えていないという状況にある。そしてこの
危機を脱し将来を担ってくれるであろう後継者も不在であるという非常に危機的な状況にあ
る。
 では、これらの課題は解決できないものなのだろうか。
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2　課題を産み出している真の要因
　上記のように判明した課題は現在、現象として現れている事象であり、必ずしも全てが解決
不可能なものではない。むしろこれらの課題に潜む真の要因を分析することで今後の方策のヒ
ントが見えてくる。Ⅳ調査結果の分析②で詳細に確認してきたように多くの企業は危機的な状
況に置かれていることを認識しつつも、具体的に何らかの方策が為されている企業は少ない。
これまで確認してきた課題を産み出している真の要因について整理する。
（ 1） 　企業の将来のビジョンを描けない企業経営者の意識の問題
　後継者が不在であり、自らの将来像が描けない企業が急激に増加しているという事象では、
そもそも継続企業が前提であるにもかかわらず、自らの将来像が描けておらず、後継者候補や
社員に対して、当然のことながら将来像を示すことが出来ていないのであるから、後継者が現
れないのは当然のことと言えよう。問題なのは将来像を描けないことにある。描くことが出来
ない経営者の意識と能力にある。つまり真の要因は経営者が経営者たり得ていないという点で
ある。後継者にとっても社員にとっても夢のもてる、そして実現をイメージできる明確なビジ
ョンを企業は持たなければならない。
（ 2） 　企業存続の根幹である設備、技術に対する継続的な改善に対する意識の問題
　横請けという企業連携方法や多品種少量生産という生産方式の弊害が生じている事象につい
ては、どちらも中小零細製造業においては根本的な営業構造、技術力を高める手法でなく、保
有している設備や技術を利用した一時的な対策でしかない。もちろん企業の連携や多品種少量
生産そのものを否定しているわけではない。長期的なビジョンや広い視点から戦略的にこれら
の方式を取り入れる企業も存在する。しかし、戦略的な視点を持たずして一時的な対策として
これらの方式に盲目的に依存することに問題がある。一時的な対策中に企業の存続の重要な営
業構造、設備、技術の向上に対する経営努力が払われているのであればよいが、実態としては
この経営努力が為されていないケースが多く見受けられた。製造業の根幹である設備、技術の
継続的な改善努力が軽視されたことが課題を産み出す要因であるといえる。
（ 3） 　マーケット重視ではない「ものづくり」発想の問題
　資金不足による設備投資の停滞から危機的状態を迎えている事象については、発想の転換が
必要であろう。もちろんこの課題は「資金不足」が要因である。当然、資金が簡単に調達でき
るのであれば何ら問題ないが、こればかりは直接的に解決することは難しい。しかし、必ずし
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も最新の設備を自社で全て保有しなければならないわけではなく、自社の製品を全て自社の設
備のみでまかなわなければならないわけでもない。そもそも資金を得るためには自己資本、他
人資本の調達に関わらず、キャッシュアウトに見合ったキャッシュインが見込めなければなら
ない。つまり「売れる」事が重要なのであり、「つくる」こと自体で資金が得られるわけでは
ないという事をしっかりと意識し、マーケットを意識した経営戦略を策定し実行することが重
要である。経営をおこなう上では当たり前の事のようであるが、実態としてはこのようにマー
ケットを意識した経営者は少なく、「ものづくり」つまりプロダクトアウトの発想の経営者が
多い。何よりも「職人的」「技術者的」な意識の経営者が大半である。この経営者の意識の問
題は東大阪高井田地区の中小零細製造業における重要な課題であるといえる。
3　調査・分析からの今後の方策の提案
　今回の調査を通じて、いくつかの分析を行ってきた。その中には今後に大きな可能性を秘め
ている企業の事例も含まれている。これら全般を通じ、東大阪高井田地区の中小零細製造業の
今後の方向性、方策の一端が確認できたと考える。最後に今後の方策を提示することで本報告
書のまとめとしたい。
　今回の調査で改めて強く感じられたことは多くの経営者が経営者的な発想ではなく、職人的
な思考で経営を行っているという事である。製造業にとって「ものをつくる」という事は存在
意義である。よってその企業のトップが「ものづくり」を重視することは重要である。しかし
ながら「ものづくり」はあくまでも会社経営のひとつの要素である。企業は利益を継続的に得
ることで存続する。その利益は顧客に商品が「売れて」はじめて産み出される。逆に言えば顧
客のいない商品は「もの」としてどれ程素晴らしくても企業経営にとっては価値を持たない。
「良いものをつくれば売れるはず」という意識を捨て、「必要とされるものをつくれば売れるは
ず」「その中で他社に負けない競争力を持たせる」という「経営者思考」への意識改革が大前
提となる。
　さらに後継者や社員を確保し、企業の将来を安定させるためにも経営者自らが企業の将来ビ
ジョンを明確に示す必要がある。もちろん企業の将来のビジョンを明確にすることは容易なこ
とではない。自ら考えるだけでなく、社員の知恵を結集するという方法もある。しかし重要な
のはどのような方法をとるにしても経営者自らが企業のビジョンを示すことである。
 では、どのようにしてこのビジョンを持てばよいのか。近道は存在しない。常に環境に適応し、
マーケットを読むためには、情報を収集し分析し続ける事が必要である。その為には情報を収
集できるルートが重要となる。もちろん新聞等のメディア情報ももちろんのことながら、身近
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な企業や顧客の声を収集する事が重要である。
　こうして収集された情報を如何に経営戦略や商品開発に活かすかはその分析力と判断力が問
われることになる。ここでは「出来る」かどうかという判断ではなく「売れるものなのか、売
れないものなのか」という判断から入るべきである。その上で「マーケットサイズはどの程度
か」「自社のシェアはどの程度まで伸ばせるか」という視点で情報を整理することで、「ものは
よいはずなのになぜか売れない」という状態や「つくってはみたが売れはじめたら大手が参入
してきた」というような状態をある程度、事前に回避できるはずである。
　しかし今回の調査でも判明したようにひとつの目安として売上 3億円が企業存続の分岐点で
ある。もちろん自社がその分岐点を超えられるのであれば問題はない。しかしそうでない企業
は諦めるしかないのか。そうではなくこの分岐点を自社だけでなく、企業グループを形成する
という方法がある。もちろんその企業グループを形成するためには自社の場合と同様にグルー
プとしての明確な将来ビジョンを示す必要がある。逆にいえば魅力的なビジョンが示されれば
企業グループの形成も容易になるはずである。
　このように規模の壁に関しては、魅力的なビジョンが示せることで企業グループを形成する
という方法で乗り越えられると考える事は事例で示した考え方にも繋がる。つまり「全て自社
だけでまかなう」という発想を捨て去ることである。職人的発想で「自らがつくる」という事
ではなく「顧客に必要とされるものを最適な形で提供する」為にはどうすべきかという経営者
的な発想が必要である。
　とはいえ企業グループを形成するだけでは最新の設備等を調達することは出来ない。この点
に関しては、企業間連携だけでなく、産官連携による設備の活用も視野にいれるべきである。
事実、今回の調査からは設備に関して企業間連携、産官連携ともにほとんど活用されていない
状況である。企業グループを形成し、これらの設備を活用することで投資を最小化することが
可能となるはずである。
　東大阪高井田地区の中小零細製造業の置かれている環境は実に厳しい状況である。今回の調
査で明らかにしてきたような問題に対し、真剣に改革に取り組む必要がある。

